　福祉サービスの向上と福祉に働く職員の生活改善を求める署名　
職員の増員と、安心して働ける給与とするための介護報酬改定を

介護報酬が改定されるたびに利用者の負担が増える一方で、施設の運営、とりわけ職員の就労環境は年々厳しくなっています。利用者の期待に応える援助をおこなうためには、現行の職員配置基準｢利用者３人に介護・看護職員１人｣(３対１基準)では極めて不十分です。現に多くの特養では、この基準を３０％も上回る職員を配置しています。その費用は施設の「やりくり」と職員の犠牲で凌いでいるわけで、それでも満足のいく職員数ではありません。

「高齢者の命と生活を人の手と心で支える仕事なのに、職員不足で疲労がたまり一人ひとりのがんばりも、もう限界」という悲鳴が聞こえてきます。さらに給与・賃金は、期待される仕事に見合っておらず他の産業と比べても低水準で、それが職員確保の困難さに拍車をかけています。

このように福祉の職場が深刻な事態となっていることに鑑み、２００９年の介護報酬改定にあたっては、福祉に働く職員が、誇りと希望をもって働ける賃金水準の実現によって利用者に対する福祉の質を高め、さらには有能な人材が将来にわたって安定的に確保できるよう、国が責任をもって次の事項を実施していただきたくお願い申し上げます。

１．特養の介護・看護の職員配置基準を、現行の「３対１基準」から、「２対１基準」とし、在宅サービスもこれに準じて、職員を増やすこと。

２．福祉に働く職員に「普通の生活」ができる賃金・給与を保障するため、介護報酬を引き上げること。

３．このことにより、介護保険料ならびに利用者負担の増大を招かないようにすること。
また、各自治体におかれましても、良好な施設運営と福祉施設職員が安心して働き続けられる給与体系になるよう、介護報酬の引き上げや職員配置基準の改善を国に対して強く要望するとともに、自治体としても緊急に必要な支援施策を講じていただきますようお願いいたします。
２００８年２月
○取扱い団体　２１世紀・老人福祉の向上をめざす施設連絡会（略称：２１・老福連）
〒603-8173　京都市北区小山下初音町24　カマラーダドーモ
TEL　　075-494-1115　　FAX　075-494-1135
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※　署名は手書き（自署）でお願いします（鉛筆、印刷は不可）／用紙はコピーしてお使い下さい
